直島町サテライトオフィス等誘致事業補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、町の産業の活性化及び雇用の創出を図るため、町内に新たにサテライトオフィス等を設置する事業者に対し、直島町サテライトオフィス等誘致事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

（１）　サテライトオフィス等　情報通信技術を活用し本社と同等の業務が実施可能で当該本社の遠隔地に置かれる事務所又は支店等の事業所をいう。
（２）　事業者　会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１号に規定する会社又は有限会社法（昭和１３年法律第７４号）第１条に規定する有限会社をいう。
（補助対象者）
第３条　補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当するものとする。
（１）　本町にサテライトオフィス等として事業所を設置する事業者であること。
（２）　本町に住所を有する者（町外から新たに転入する者を含む。）で常時雇用従業員（勤務期間の定めがなく雇用されている従業員で、かつ、１週間の所定労働時間が２０時間以上の雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第１項に規定する被保険者をいう。）を雇用する事業者であること。

（３）　会社更生法(平成１４年法律第１５４号)の規定による更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てがなされていないこと。
２　補助金の交付を受けようとする者（以下、「補助金交付申請者」という。）が、次の各号のいずれかに該当するときは、交付の対象としない。
　（１）　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）の適用を受ける事業又は公序良俗に反する事業を行う場合
（２）　補助金交付申請者又は当該事業者の構成員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団若しくは同条第６号に規定する暴力団員又はそれらと密接な関係を有していると認められる者である場合
（３）　その他町長が補助対象者として適当でないと認める場合
（補助対象経費等）
第４条　補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額は、別表第１及び第２のとおりとする。
（補助金の交付申請）
第５条　補助金交付申請者は、直島町サテライトオフィス等誘致事業補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて町長に提出しなければならない。
（補助金の交付決定）
第６条　町長は、前条の規定に基づき提出された申請書等を審査の上、補助金を交付することが適当であると認めたときは、直島町サテライトオフィス等誘致事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。
２　町長は、前項の決定にあたり、条件を付すことができる。
（補助対象事業の変更等）
第７条　前条の規定により交付決定通知を受けた者（以下「交付決定者」という。）が、申請内容を変更し、又は中止しようとするときは、直島町サテライトオフィス等誘致事業補助金変更等承認申請書（様式第３号）を町長に提出し、その承認を受けなければならない。
２　町長は、前項の申請を承認することが適当と認めたときは直島町サテライトオフィス等誘致事業補助金変更等承認通知書（様式第４号）により通知するものとする。
（実績報告）
第８条　交付決定者は、補助事業が完了した日から起算して、３０日が経過する日又は、当該年度の３月末日までのいずれか早い日までに、直島町サテライトオフィス等誘致事業補助金実績報告書（様式第５号）に関係書類を添えて町長に提出しなければならない。
（補助金の額の確定）
第９条　町長は、前条の規定により報告された書類を審査し、補助金の交付決定の内容に適合すると認めたときは、交付する補助金の額を確定し、直島町サテライトオフィス等誘致事業補助金確定通知書（様式第６号）により交付決定者に通知するものとする。
（補助金の請求）
第１０条　交付決定者は、前条の規定による通知を受けたときは、速やかに直島町サテライトオフィス等誘致事業補助金交付請求書（様式第７号）により町長に補助金の交付を請求するものとする。
　（補助金の交付）

第１１条　町長は、前条の規定に基づき請求があったときは、速やかに補助金を交付決定者に交付するものとする。
（財産の管理及び処分）
第１２条　交付決定者は、補助対象事業により取得した設備、機械等（以下「財産」という。）については、補助対象事業が完了した後も適正に管理するとともに、その効率的な運用に努めなければならない。

２　交付決定者は、補助対象事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間は財産を処分してはならない。
（補助金の返還等）
第１３条　町長は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。ただし、町長が特別の事情があると認めた場合は、この限りでない。
（１）　偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。
（２）　補助対象事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年に満たない期間にサテライトオフィス等を廃止したとき。
（３）　その他町長が不適切と認めたとき。
２　前項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合において、既に補助金を交付しているときは、期限を定めてその返還を命ずることができる。

（その他）
第１４条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。
附　則
この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。
別表第１（第４条関係）

	補助対象経費
	補助金の額

	新たに設置するサテライトオフィス等に係る費用
（本町に住所を有する者（町外から転入する者を含む。）を新たに常時雇用従業員として雇用していることが確認できる時に限る。）
	本町に住所を有する常時雇用従業員（町外から転入する者を含む。）１人につき１００万円を上限額とし、一事業者あたり５００万円を限度額とする。




（備考）
１　同一事業者への補助金の交付は、１回限りとする。
２　補助対象経費の詳細は、別表第２のとおりとする。

別表第２（第４条関係）

	補助対象経費
	経費の種類

	購入費
	土地、建物（新築、空き家等）の購入に係る経費

	改修費
	建物の改修に係る経費

	賃借料
	店舗・事務所・駐車場の賃借料

	通信料・回線使用料
	通信回線及び通信機器の使用に要する経費

	備品購入費
	事務用機器等の購入に係る経費

	その他の経費
	町長が特に必要かつ適当と認めた経費


（備考）
　補助対象事業の実施に直接要する経費であること。

